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「中国経済研究会」のお知らせ
2018年度第4回（通算第74回）の中国経済研究会は下記の通り開催しますので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 

時  間： 2018年10月16日(火) 16：30－18：00 

場  所：京都大学吉田校舎法経東館地下一階みずほホール
テーマ：「台湾半導体企業のキャッチアップ－日本企業衰退との対比を交え－」
報告者：岸本千佳司（公益財団法人アジア成長研究所准教授）

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第3火曜日に行いますが、講師の都合等により変更する場合があります。2016度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月17日（火）、 5月15日（火）、7月17日(火) 
後期：10月16日（火）、12月18（火）、1月15日（火） 

（この研究会に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、当日は、講師のご都合により懇親会を開催しないことにします。）

「京都大学中国経済シンポジウム」のお知らせ
京都大学
中国経済シンポジウム2018年
中国は先進国になれるか
主催：　京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター
共催：　京都大学人文科学研究所現代中国研究センター
協賛：　東アジア経済研究センター支援会
協力：　大阪能率協会
時    間： 2018年11月18日(日) 14:00～17:50
場    所：京都大学吉田校舎百周年時計台記念館２階国際交流ホールⅡ
司会：　渡辺純子（京都大学経済学研究科教授）
開会挨拶：14:00―14:10　
江上雅彦（京都大学経済学研究科長）
第Ⅰ部：講演
■講演１　14:10-14:40
　講演者：劉徳強（京都大学経済学研究科教授）
　テーマ：中国の経済成長と中所得国の罠
■講演２．14:40-15:10 
　講演者：村上衛（京都大学人文科学研究科現代中国研究センター准教授）
　テーマ：第1次・第2次グローバリゼーションと中国：清末と現代
■講演３　15:10-15:40 
　講演者：小島正憲（株式会社小島衣料オーナー）
　テーマ：我が中国企業の理論と実践
■講演４．15:40-16:10 
　講演者：天児慧（早稲田大学名誉教授）
　テーマ：模索する中国の政治改革：改革開放の40年から考える
――――――――　コーヒーブレーク　――――――――――
司会：　田中彰（京都大学経済学研究科教授）
第Ⅱ部：パネル・ディスカッション
■講師による総合討論　16:20-17:00
■質疑応答　17:00-17:40
閉会挨拶：17:40-17:50
　　　　　藤井秀樹（京都大学経済学研究科教授・東アジア経済研究センター長）
懇親会：18:00~19:30　法経東館地下一階みずほホール
（参加費2000円、学生1000円、講師、シンポジウム関係者と東アジアセンター支援会会員は無料。）
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【中国新聞網10月12日】中国外交部の陸慷報道官は12日、李克強国務院総理の招きに応じ、日本の安倍晋三首相が25〜27日の日程で中国を公式訪問すると発表した。日本政府も同日に安倍首相の訪中計画を発表した。日中平和友好条約が発効して40年の節目の10月に、日中首脳は会談を26日に行うという。また、安部首相は第三国での経済協力を推進する「日中第三国市場協力フォーラム」にも出席する。「日中第三国市場協力フォーラム」には、日中の企業経営者など経済人約1000人がそろい踏み、インフラ整備などに関し、30件を超える合意文書を交わす予定がある。
さらなる大規模減税を準備
【新浪財経10月9日】8日中国の劉昆財政相は国営メディアのインタビューで、中国政府が今年進めてきた減税や費用削減策に対し、「（今年）通年の税・費用削減規模は１兆3000億元を超える。同時に我々はより大規模な減税と、よりはっきりとした費用削減措置を検討している」と述べ、今後さらに大規模な減税を検討していると表明した。劉氏は「中央は積極的な財政政策をさらに積極化する方針を明確にしている」と指摘した。財政政策を通じて輸出企業などの負担を軽減するとともに、消費者の可処分所得を増やして内需の振興を狙う。
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豚コレラ発生で日本など3カ国からの豚輸入を禁止
【財経網10月11日】ブルガリア、日本、ベルギーにおける豚コレラの発生を受けて、中国は国内での発生を予防するため、中国の税関総署と農業農村部はこの度3カ国の豚やイノシシの関連製品を全面的に禁止すると発表した。3カ国からの同製品に対する「入境動植物検疫許可証」の発行を停止し、すでに発行された「許可証」は無効とする。通知公布後に運ばれてきたブタや関連製品については、返送または殺処分・廃棄処理を義務付ける。公告公布前に既に到着したブタや関連製品は念入りに検疫を行い、合格すれば輸入を認める。
中国で９月の日系新車販売は減少
【環球網10月12日】中国自動車工業協会の発表によると、中国の9月の新車の販売台数は239万4100台と、去年の同じ月を11％余り減少した。販売台数の減少は３か月連続で、小型車への減税措置が廃止されたことに加え、アメリカとの貿易摩擦の激化による影響も指摘される。また日系メーカーも影響を受け、トヨタ自動車が去年の同じ月の販売台数を上回ったものの、日産自動車とホンダ、それにマツダは販売台数が減少した。日産自動車の中国法人は10日、中国における９月の新車販売台数が前年同月比0.8％減の14万1195台だったと発表した。ホンダは中国における９月の新車販売台数が前年同月比6.0％減の13万2755台だったという。また、マツダの９月の中国での新車販売台数が前年同月比25.4％減の2万1,910台であった。
輸出商品増値税の還付率を引き上げ
【中国新聞網10月11日】8日に中国中央政府常務会議で輸出企業を支援するため、11月1日から増値税の輸出還付率を引き上げることが決められた。企業の税負担を軽減することで輸出の安定化を狙っている。新しい増値税の還付率によると、現行還付率が15％の品目と一部13％の品目を16％に、9％の品目を10％に、5％の品目を６％それぞれ引き上げる。それに、企業が税還付を受けられるまでの時間を短縮した。信用評価と納税記録が良好な輸出企業に対しては還付手続きを簡略化することを決めた。還付手続きにかかる平均時間を、現在の13業務日から年内で10業務日までに縮める目標を掲げた。
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ＢＭＷ、中国の外資出資規制緩和の最初の受益者に
【新浪財経10月13日】中国の李克強首相は10日にドイツ自動車大手企業のＢＭＷグループのハラルド・クルーガー会長と会談した際、「ＢＭＷの中国との最新の協力プロジェクトがまもなく遼寧省瀋陽市でスタートし、中国が自動車産業における外資による対中投資の持ち株比率の制限を緩和してから初めての受益者になる」と述べた。 独自動車大手ＢＭＷは11日、中国の合弁自動車メーカー、遼寧省瀋陽市の華晨宝馬への出資比率を現在の50％から75％に引き上げると発表した。ＢＭＷはまた、華晨宝馬が新たに30億ユーロ超を投じ、瀋陽で新工場の建設と既存工場の拡張を行うことも明らかにした。これにより、ＢＭＷは中国が外資出資規制の緩和を発表してから、中国政府の承認を受けて緩和の「権限」を明確に手にした初の企業になった。
中国富豪ランキング  アリババ馬雲がトップに
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【中国財経10月10日】シンクタンクの胡潤研究院は10日、中国富豪ランキング「2018年胡潤百富榜」を発表した。アリババの馬雲会長で、総額2700億元により4年ぶりに中国一の富豪に返り咲いた。恒大集団取締役会代表の許家印氏は2500億元で2位に後退した。3位は騰訊(テンセント)の馬化騰CEO(2400億元)である。今年に入り香港証券取引所での上場を成功させた小米の雷軍会長は、資産額が大幅に上昇して1100億元に達し、ランク10入りを果たした。スキャンダルが発覚した京東集団取締役会代表の劉強東氏は資産が大幅に目減りし、750億元で24位に順位を下げた。
国慶節連休　国内旅行者は9.4％増の7.3億人
【央視網10月8日】中国文化観光省によると、国慶節連休に当たる1～7日の国内旅行者数は延べ7億2,600万人となり、前年同期比9.4％増加した。国内観光収入は5,990億8,000万元で9.0％増えた。同省傘下の中国観光研究院が全国の観光当局やオンライン旅行会社からのデータを基にまとめた。今年の国慶節連休に、国内旅行者の9割以上が文化活動に参加した。一方で「健康ツアー」や「教育ツアー」、「美食ツアー」といった従来の観光商品と差別化を図ったツアーも目立ったという。ほか、政府による有名観光地の入場料引き下げの要求に合わせ、全国981カ所の有名観光地で値下げや入場料免除といった措置が採られた。
インド政府は華為の５Ｇ事業参入を受け入れる
【捜狐網10月10日】深セン市に本拠を構える通信設備・機器世界大手の華為が（HUAWEI）、インドの５Ｇ移動通信システムの技術試験に参画することが決定した。華為のインド法人の責任者は、インドメディアに対し「インド政府に同国での５Ｇ試験に参加する意向を伝えたところ、同政府から招請を受けた」と述べた。華為も先月、中国メディアに「インド政府の関連部門や通信キャリアなどとの協力は問題なく進んでいる」と説明し、インドで５Ｇ業務の締め出しに関する報道を否定していた。
9月に中国は対米貿易黒字が最高に
【捜狐網10月12日】中国税関総署が12日に発表した貿易統計によると、2018年9月の対米貿易黒字は前年同月比21%増の341億ドルとなり、8月比でも9.9％増加した。単月として過去最高を更新した。また、今年１～９月の対米貿易黒字は2257億ドルで、前年同期比15 .2％増加した。米国からの輸入が減る一方、輸出は追加関税前の駆け込みで好調であった。それに加え、人民元の対ドル相場の下落により、対米輸出は後押しした。米国からの輸入は前年同月比1%減の125億ドルである。
【中国経済最新統計】
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	5.7
	415
	10.2
	13.8
	92.3
	5.8
	8.5
	12.7

	7月
	
	6.0
	8.8
	2.1
	3.0
	280
	11.3
	27.7
	113.1
	19.3
	9.0
	13.2

	8月
	
	6.1
	9.0
	2.3
	4.6
	279
	9.0
	20.4
	126.8
	11.4
	8.7
	13.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。

 PAGE   \* MERGEFORMAT 
1

 PAGE   \* MERGEFORMAT 
9


